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要綱案中の項目

資力が基準額以上資力が基準額未満

弁護人となろうとする者がないとき，又は
紹介した弁護士が選任の申込みを拒んだとき

司法警察員，検察官，勾留裁判官による教示
(法203Ⅲ，204Ⅱ，205Ⅴ，207Ⅱ･Ⅲ)

被疑者への通知
（法31の2Ⅲ） 裁判所への通知

（法37の3Ⅲ）

国選弁護人選任請求
（法37の2Ⅰ，350の3Ⅰ，36）

職権選任（法37の4）

複数選任（法37の5）

国選弁護人の解任（法38の3）

○　請求理由の明示の規定整備（一の２）
○　請求先裁判官（一の３・二の１・，・・四の
３）
○　請求書等のファクシミリによる提出（一の
４）

被疑者の国選弁護人選任手続の概要

○　国選弁護人の追加選任の処分をすべき裁判官
（一の６）

○　公訴提起前の国選弁護人解任の処分をすべき
裁判官（一の８）
○　被疑者，検察官，支援センターへの解任命令
の通知（一の９）

私選弁護人選任
申出は不要

支援センターによる国選弁護人候補者の指名通知
（支援法38）

被疑者の私選弁護人
選任申出（法31の2Ⅰ）

○　刑事施設に収容されている被疑者に対する通
知（一の１）

○　職権選任の処分をすべき裁判官（一の５）

選任命令の通知等

○　被疑者，検察官，支援センターへの選任命令
の通知（一の９）
○　検察官による受訴裁判所への公訴提起時の通
知（一の１０）

○　国選弁護人として選任しうる弁護士の範囲
（一の７）
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　　　　　　　国選弁護人候補の指名通知依頼

国選弁護人選任の要件審査

国選弁護人選任
（法38Ⅰ，規29）
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